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（様式１） 

 

本競争に必要な「役務提供」の登録状況（申請日時点）：以下、該当箇所の□をチェック及び記載のとおり 

□申請中⇒□新規又は更新 □工種等又は地区追加（該当する場合、登録番号を記載） 

□済⇒有資格者名簿等の該当部分を提出又は登録番号を記載 

 

競争参加資格確認申請書 

 

                 
                                                    令和    年    月    日 

   

    独立行政法人都市再生機構業務受託者 

  株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住まいセンター 

         センター長   髙村 誠  殿 

 

                                           住        所 

                                           商号又は名称 

                                           代表者氏名                                    

 

令和６年４月 10 日付で公示のありましたＵＲ賃貸住宅雑排水管等清掃業務（堤団地他 23 団

地）に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 

なお、独立行政法人都市再生機構会計実施細則第 331 条及び第 332 条の規定に該当する者でな

いこと、並びに添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 技術資料（企業の経験及び能力の評価）       ：様式 2-1～様式 2-8（添付資料を含む。） 

２ 技術資料（配置予定者の経験及び能力に係る評価）：様式 3-1～様式 3-2 （添付資料を含む。） 

３ 技術資料（業務の実施体制に係る評価）         ：様式 4-1～様式 4-5（添付資料を含む。） 

 

以 上  

 

登録番号        
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（様式２－１） 

 

会  社  概  要  書 

 

称号又は名称、代表者名 

 

設 立 年 月 日 
 

本  

店 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ)  
 

最 寄 り 

の 支 店 

営 業 所 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

独立行政法人都市機構九

州地区 

（令５・６年度） 

競争参加資格物品購入等 

登録番号 

登録番号： 

 

注）会社案内等を添付してください。 



 - 3 -

（様式２－２） 

 

業 務 実 績 申 告 書 

（ 請 負 規 模 ） 

 

 

  技術資料提出時点において、過去３年間で清掃業務を請け負った入札説明書２ 

競争参加資格等 １(２)ロに規定する中・高層集合住宅の雑排水管等清掃業務の年

度平均戸数実績は、次のとおりです。 

団 地 数 平 均 戸 数 

      団地        戸 

注１）当該業務に係る年度平均実績を証する書類（契約書の写し等）を添付してくださ

い。 

注２）下請けでの請負経験も含みます。 
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（様式２－３） 

 

業 務 実 績 申 告 書 

（ 継 続 年 数 ） 

 

 

  技術資料提出時点において、入札説明書２ 競争参加資格等 １(２)ロに規定する

合わせて２００戸以上の中高層集合住宅のうち、継続年数が最も長いものは、次の

とおりです。 

 

団 地 の 名 称  

団 地 の 所 在 地  

住 宅 の 戸 数  

業務開始年月日  

注１）当該業務の継続年数に係る実績を証する書類（契約書の写し等）を添付してくだ

さい。 

注２）下請けでの請負経験も含みます。 
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（様式２－４） 

 

個人情報保護への取組みに関する申告書 

 

企業としての個人情報保護の体制・取組みについては次のとおりです。 

 

 取 組 状 況 

１  プライバシーマーク又は ISO27001/ISMS を取得済である。 

２  プライバシーマーク又は ISO27001/ISMS を未取得である。 

注）１～２のどちらかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、認定証の写しを添付

してください。 
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（様式２－５） 

 

 

品質保証 ･品質確保への取組みに関する申告書 

 

 

品質ＩＳＯ認証（ISO9001）に係る取組状況は、次のとおりです。 

 

 取 組 状 況 

１  品質ＩＳＯ認証（ISO9001）を取得済である。 

２  品質ＩＳＯ認証（ISO9001）を未取得である。 

注）１～２のどちらかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、「認定証の写し」を

添付してください。また、業務の拠点となる管理技術者が所属する事務所を基準に評

価します。 
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（様式２－６） 

 

 

環 境 へ の 配 慮 に 関 す る 申 告 書 

 

 

企業としての環境ＩＳＯ認証（ISO14001）に係る取組状況は、次のとおりです。 

 

 取 組 状 況 

１ 
 環境ＩＳＯ認証（ISO14001）を取得済または環境報告書を公表し

ている。 

２ 
 環境ＩＳＯ認証（ISO14001）を未取得かつ環境報告書を未公表で

ある。 

注）１～２のいずれかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、「認定証の写し」又

は「環境報告書の写し」を添付してください。 
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（様式２－７） 

 

労 働 関 係 法 規 遵 守 状 況 の 申 告 書 

（障 害 者 雇 用 他） 

 

１ 雇用上の福祉 

  障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年７月 25 日法律第 123 号）に基づ

く障害者雇用率について記載してください。 

障 害 者 雇 用 率          ％ 

 注１）証明する書類（直近のもの）を添付してください。 

 注２）令和６年１月１日時点の法定雇用率を基に評価します。 

 

２ 労働関係法規の遵守状況 

  次の質問事項に該当する場合は「はい」、該当しない場合は「いいえ」に「○」を

付けてください。 

 質    問    事    項 回  答 

1 
過去３年の間に労働基準監督署から、労働基準法、最低賃金法、

男女雇用機会均等法等に係る勧告、公表を受けたことがない。 
はい ・ いいえ 

2 
過去３年の間に労働基準監督署から、不当労働行為に係る救済

命令を受けたことがない。 
はい ・ いいえ 

3 

就業規則を作成し、労働者の過半数を代表する者の意見を付し

て労働基準監督署へ届出を行うとともに社員に対し適正に周知

を行っている。 

はい ・ いいえ 

4 

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する

基準を遵守するとともに時間外労働について適正に労使間協定

を締結し、労働基準監督署へ届出を行っている。 

はい ・ いいえ 

5 
賃金支払いの５原則、最低賃金法を遵守し、また、賃金不払残業

の解消に努めるなど、賃金について適正に処置している。 
はい ・ いいえ 

6 

安全衛生管理体制を整備し、労働者の危険又は健康障害の防止

に配慮している。また、労働者の健康の保持・増進のため、雇入

れ時及び一般健康診断を適正に実施している。 

はい ・ いいえ 

7 

必要な書類を労働基準監督署、公共職業安定所、社会保険事務

所へ提出し、労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、厚生年

金保険に適正に加入している。 

はい ・ いいえ 

  注）当該業務の請負者として決定された事業者が、質問項目３から７において、「いい

え」に該当する場合には、当社はその是正を求めます。その後の処置状況によって

は、契約を締結しない又は解除することがあります。 
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（様式２－８） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

 

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けてください。 

※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事業主行動計画策定・

変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付してください。 

※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要領」第２条に規  

定する同要綱の対象となる外国法人については、様式２-８（2）を使用してください。 

 

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

(1) プラチナえるぼしの認定を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をして

おり、かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

(1) 「プラチナくるみん認定」を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) 「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) 「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）を取得して

いる。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) 「トライくるみん認定」を取得している。 

                       【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 「くるみん認定」（平成 29 年３月 31 日までの基準）を取得している。 

                       【 該当 ・ 該当しない 】 

３ 青少年雇用促進法に基づく認定 

「ユースエール認定」を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 
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（様式２－８（2）） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要領」第２条に 

規定する同要綱の対象となる外国法人の場合） 

 

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けてください。 

※それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確

認通知書の写し）を添付してください。 

 

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

(1) プラチナえるぼしの認定を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をして

おり、かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

(1) 「プラチナくるみん認定」を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) 「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) 「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）を取得して

いる。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) 「トライくるみん認定」を取得している。 

                       【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 「くるみん認定」（平成 29 年３月 31 日までの基準）を取得している。 

                       【 該当 ・ 該当しない 】 

３ 青少年雇用促進法に基づく認定 

「ユースエール認定」を取得している。 

                   【 該当 ・ 該当しない 】 
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（様式３－１） 

有 資 格 者 に 係 る 申 告 書 

 

 

技術資料提出時点において、建築物環境衛生管理技術者もしくは排水管清掃作業監

督者の資格を有する恒常的な雇用関係を有する社員数は以下のとおりです。 

 

№ 
（ ﾌﾘｶﾞﾅ ） 
氏 名 生年月日 取得年月日 

１ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

２ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

３ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

４ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

５ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

６ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

７ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

８ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

９ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

10 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

注１）有資格者であることを証する書類として、資格者証の写しを添付してください。 

注２）恒常的な雇用関係を有することを証する書類として、社員証や健康保険被保険者証等

の写しを添付してください。 

注３）３－２で示す管理技術者もこれに含めることが出来ます。 
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（様式３－２） 

管 理 技 術 者 等 に 係 る 申 告 書 

 

 当該業務の実施に当たっては業務開始前までに直接雇用関係を有する管理技術者

を配置します。管理技術者（予定者を含む）の保有資格、業務経験等は、次のとおり

です。 

１ 管理技術者 

 

また、電気工事士（予定者を含む）の業務経験等は、次のとおりです。 

２ 電気工事士 

注１）当該申告書の提出により、入札説明書２ 競争参加資格等 １（２）ハの確認とします。 

注２）予定となる者が定まっていない場合は、管理技術者の業務経験に係る加点対象となりません。 

注３）有資格者であることを証する書類として、資格者証の写しを添付してください。 

注４）１ 管理技術者については、直接雇用関係を有することを証する書類として、社員証や健康保険

被保険者証等の写しを添付してください。 

注５）電気工事士は、自社による体制であるか否かを問いません。 

氏名・生年月日 
氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）：   

生年月日：昭和・平成  年  月  日生 

現在の所属・役職 所属：             役職： 

建築物環境衛生管理技術者 

もしくは排水管清掃作業監督

者の資格について 

当該資格：建築物環境衛生管理技術者・ 

排水管清掃作業監督者 

取得時期：昭和・平成・令和  年  月  日 

登録番号：（             ） 

業務経験年数 

（主な業務経験） 

通算     年     ヶ月 

①平成・令和  年  月 ～ 平成・令和  年  月 

業務名称： 

 発注者： 

実施場所： 

 担当内容： 

②平成・令和  年  月 ～ 平成・令和  年  月 

業務名称： 

 発注者： 

実施場所： 

 担当内容： 

氏名・生年月日 
氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）：   

生年月日：昭和・平成  年  月  日生 

現在の所属・役職 所属：             役職： 

電気工事士の取得年月日等 
取得時期：昭和・平成・令和  年  月  日 

登録番号：（             ） 

（いずれか○をする。） 
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（様式４－１） 

緊 急 時 の 対 応 に 係 る 申 告 書 

（到 着 時 間 ・ 実 施 体 制） 

 

当該業務の実施に際し、事故等が発生した場合における緊急事故処理体制は、次の

とおりです。 

通報受付の体制 

（自社による体制の場合） 

連絡先（TEL）： 

対応部署名： 

責任者名： 

体  制：受付者    名、技術者   名、その他    名 

（自社以外の体制の場合） 

連絡先（TEL）： 

対応部署名： 

責任者名： 

体  制：受付者    名、技術者   名、その他    名 

現地対応の体制 

（自社による体制の場合） 

拠点事務所の所在： 

現地到着に要する時間：約      分 

具体的な交通手段： 

（自社以外の体制の場合） 

拠点事務所の住所： 

現地到着に要する時間：約      分 

具体的な交通手段： 

緊急時の対応方法  

緊急事故処理体制は、次のとおりです。 

注１）「自社による体制」とは、①通報受付業務及び現地対応業務を自社において実施する

体制、②自社において既に構築済の通報受付業務又は現地対応業務のいずれかを契約

等により他社の協力を得て実施する体制をいいます。 

注２）「緊急事故処理体制」及び「通報を受けてから現地への所要時間」が確認できる資料

を添付してください。その際、業務実施団地及び緊急時の拠点事務所の所在地が示さ

れた地図等を必ず添付し、図示するなど分かりやすさを心がけてください。 

注３）「緊急時の対応方法」の欄には、緊急事故の通報受付から、出動、現地への到着、現地

対応の流れについて、実施体制も踏まえて、記載してください。 
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（様式４－２） 

安 全 管 理 ･危 機 管 理 体 制 に 係 る 申 告 書 

 

  当該業務の実施に際しての業務従事者との連絡体制及び災害・事故発生時の応援

体制、安全・危機管理体制等は次のとおりです。 

①社内における安全管理・危機管理体制に係る規定等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②当該業務の実施に係る安全管理計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「①社内における安全管理・危機管理体制に係る規定、マニュアル等」及び「②当該業

務の実施に係る安全管理計画」の整備状況について、具体的に記載してください。必

要に応じて、参考資料を添付していただいても構いません。 
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（様式４－３） 

社 内 研 修 体 制 等 に 係 る 申 告 書 

 

  雑排水管等清掃業務に係る能力向上のための社内研修等の実施状況については

次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）社内研修は、自ら企画等（実施を外部委託したもの及び外部の研修であるが勤務命

令として、受講料を全額負担した上で社員が参加したものを含む。）したもので、雑排

水管等清掃業務に関するものを記載し、実施日、研修内容、対象者等が分かる資料を

添付してください。実施していない場合は「なし」と記載してください。 

注２）過去３年間、年１回以上の実績が分かるものを必要に応じて添付して下さい。 
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（様式４－４） 

 

業務マニュアル等の整備に係る申告書 

 

雑排水管等清掃業務に係る能力向上のための業務マニュアル等の整備状況は、次の

とおりです。 

業務マニュアルの概要等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）業務マニュアルの整備状況を記載し、主要なマニュアル等を添付してください。 

注２）業務マニュアルが存在しない場合は「なし」と記載してください。 

注３）業務マニュアルにて、①業務の一部始終が把握可能、②写真・図面が随時挿入され

ている、③Ａ４相当で概ね１０ページ以上の文章量があること、を評価基準とします。 



 - 17 - 

（様式４－５） 

 

顧客対応向上に資する研修体制及び業務マニュアル等に係る申告書 

 

  顧客対応の向上を図るための社内における研修の実施状況及びマニュアル等の

整備状況は次のとおりです。 

１ 研修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ マニュアル等の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）自ら企画等（実施を外部委託したもの及び外部の研修であるが、勤務命令として、

受講料を全額負担した上で社員が参加したものを含む。）したもので、清掃業務に関

するものを記載し、実施日、研修内容、対象者等が分かる資料を添付してください。 

注２）社内研修等を行っていない場合は「なし」と記載してください。 

 



 別冊２  

 

 

 

 

ＵＲ賃貸住宅雑排水管等清掃業務 

（堤団地他 23 団地） 
（共同企業体用） 

 

 

技術資料等作成様式集 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住まいセンター 
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（様式１－１） 

本競争に必要な「役務提供」の登録状況（申請日時点）：以下、該当箇所の□をチェック及び記載のとおり 

□申請中⇒□新規又は更新 □工種等又は地区追加（該当する場合、登録番号を記載）     

□済⇒有資格者名簿等の該当部分を提出又は登録番号を記載       

 

競争参加資格確認申請書 

                                                    令和    年    月    日 

   

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住まいセンター 

      センター長   髙村 誠  殿 

 

                                           住        所 

                                           商号又は名称 

                                           代表者氏名                                    

（共同体の場合は、以下のように記入する） 

住    所：共同体事業所の所在地 

商号又は名称：○○○○共同体 

代表者氏名      ：△△株式会社 代表取締役 △△  

××株式会社 代表取締役 ××  

 

令和６年４月 10 日付で公示のありましたＵＲ賃貸住宅雑排水管等清掃業務（堤団地他 23 団

地）に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 

なお、独立行政法人都市再生機構会計実施細則第 331 条及び第 332 条の規定に該当する者でな

いこと、並びに添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 技術資料（企業の経験及び能力の評価）   ：様式 2-1～様式 2-8（添付資料を含む。） 

２ 技術資料（配置予定者の経験及び能力に係る評価）：様式 3-1～様式 3-2 （添付資料を含む。） 

３ 技術資料（業務の実施体制に係る評価） ：様式 4-1～様式 4-5（添付資料を含む。） 

以 上  

登録番号        
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（様式１－２） 

 

競争参加資格審査申請書（共同企業体） 

 

貴支社等で行われるＵＲ賃貸住宅雑排水管等清掃業務（堤団地他 23 団地）に係る

競争に参加する資格の審査を申請します。 

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約し

ます。 

 

登録等を受けている事業 

（会社名）                   

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第  号 年 月 日  第  号 年 月 日 

 

 

登録等を受けている事業 

（会社名）                   

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第  号 年 月 日  第  号 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

独立行政法人都市再生機構業務受託者 

株式会社ＵＲコミュニティ 福岡住まいセンター 

センター長 髙村 誠 殿 

 

共同体名：                      

（代表者） 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                 印 

担当者氏名 

電   話 

Ｆ Ａ Ｘ 

 

（構成員） 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                  印 

 

注）当社が定める様式による共同体協定書の写しを添付してください。 
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（様式２－１） 

 

会  社  概  要  書 

 

（共同体の） 

称号又は名称、代表者名 

 

（共同体代表者の） 

設 立 年 月 日 

 

共同体の

事業所 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ)  
 

共同体 

代表者の 

最 寄 り 

の 支 店 

営 業 所 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

所在地  

電話番号 

(ＦＡＸ) 
 

独立行政法人都市機構九

州地区 

（令５・６年度） 

競争参加資格物品購入等 

登録番号 

登録番号： 

注）共同体構成員の会社案内等を添付してください。
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（様式２－２） 

 

 

業 務 実 績 申 告 書 

（ 請 負 規 模 ） 

 

 

  技術資料提出時点において、過去３年間で継続して請け負った入札説明書２ 競

争参加資格等 １(２)ロに規定する中・高層集合住宅の雑排水管等清掃業務の年

度平均戸数実績は、次のとおりです。 

 

団 地 数 平 均 戸 数 

      団地        戸 

注１）当該業務に係る年度平均実績を証する書類（契約書の写し等）を添付してくださ

い。 

注２）構成員の請負実績を足し合わせた数値を記載してください。 

注３）下請けでの請負経験も含みます。 
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（様式２－３） 

 

業 務 実 績 申 告 書 

（ 継 続 年 数 ） 

 

 

  技術資料提出時点において、入札説明書２ 競争参加資格等 １(２)ロに規定す

る合わせて２００戸以上の中高層集合住宅のうち、継続年数が最も長いものは、

次のとおりです。 

 

実 績 を 有 す る 

構 成 員 名 
 

団 地 の 名 称  

団 地 の 所 在 地  

住 宅 の 戸 数  

業務開始年月日  

注１）当該業務の継続年数に係る実績を証する書類（契約書の写し等）を添付してく

ださい。 

注２）下請けでの請負経験も含みます。 
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（様式２－４） 

 

個人情報保護への取組みに関する申告書 

 

企業としての個人情報保護の体制・取組みについては次のとおりです。 

 

構 成 員 名 

 

１  プライバシーマーク又は ISO27001/ISMS を取得済である。 

２  プライバシーマーク又は ISO27001/ISMS を未取得である。 

注１）１～２のどちらかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、認定証の写しを

添付してください。 

注２）構成員ごと（全て）の取組み状況を記載してください。 
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（様式２－５） 

 

品質保証･品質確保への取組みに関する申告書  

 

 

品質ＩＳＯ認証（ISO9001）に係る取組状況は、次のとおりです。 

 

 取 組 状 況 

１  品質ＩＳＯ認証（ISO9001）を取得済である。 

２  品質ＩＳＯ認証（ISO9001）を未取得である。 

注）１～２のどちらかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、「認定証の写し」

を添付してください。また、業務の拠点となる管理技術者が所属する事務所を基準に

評価します。 
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（様式２－６） 

 

環 境 へ の 配 慮 に 関 す る 申 告 書 

 

 

企業としての環境ＩＳＯ認証（ISO14001）に係る取組状況は、次のとおりです。 

 

 取 組 状 況 

構成員名  

１ 
 環境ＩＳＯ認証（ISO14001）を取得済または環境報告書を公表し

ている。 

２ 
 環境ＩＳＯ認証（ISO14001）を未取得かつ環境報告書を未公表で

ある。 

注１）１～２のどちらかを選択（○で囲む）し、１を選択した場合は、「認定証の写し」

又は「環境報告書の写し」を添付してください。 

注２）構成員ごと（全て）の取組み状況を記載してください。 
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（様式２－７） 

労 働 関 係 法 規 遵 守 状 況 の 申 告 書 

（障 害 者 雇 用 他） 

構成員名  

１ 雇用上の福祉 

  障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年７月 25 日法律第 123 号）に基

づく障害者雇用率ついて記載してください。 

障 害 者 雇 用 率          ％ 

注１）証明する書類を添付してください。 

注２）構成員ごと（全て）の取組み状況を記載してください（２も同じ）。 

注３）令和６年１月１日時点の法定雇用率を基に評価します。 

 

２ 労働関係法規の遵守状況 

  次の質問事項に該当する場合は「はい」、該当しない場合は「いいえ」に「○」

を付けてください。 

 質    問    事    項 回  答 

1 
過去３年の間に労働基準監督署から、労働基準法、最低賃金法、

男女雇用機会均等法等に係る勧告、公表を受けたことがない。 
はい ・ いいえ 

2 
過去３年の間に労働基準監督署から、不当労働行為に係る救済

命令を受けたことがない。 
はい ・ いいえ 

3 

就業規則を作成し、労働者の過半数を代表する者の意見を付し

て労働基準監督署へ届出を行うとともに社員に対し適正に周

知を行っている。 

はい ・ いいえ 

4 

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関す

る基準を遵守するとともに時間外労働について適正に労使間

協定を締結し、労働基準監督署へ届出を行っている。 

はい ・ いいえ 

5 
賃金支払いの５原則、最低賃金法を遵守し、また、賃金不払残

業の解消に努めるなど、賃金について適正に処置している。 
はい ・ いいえ 

6 

安全衛生管理体制を整備し、労働者の危険又は健康障害の防止

に配慮している。また、労働者の健康の保持・増進のため、雇

入れ時及び一般健康診断を適正に実施している。 

はい ・ いいえ 

7 

必要な書類を労働基準監督署、公共職業安定所、社会保険事務

所へ提出し、労働者災害補償保険、雇用保険、健康保険、厚生

年金保険に適正に加入している。 

はい ・ いいえ 

  注）当該業務の請負者として決定された事業者が、質問項目３から７において、「い

いえ」に該当する場合には、当社はその是正を求めます。その後の処置状況によっ

ては、契約を締結しない又は解除することがあります。 
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（様式２－８） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

 

 

※構成員ごと（全て）の取組み状況を記載してください。 

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けてください。 

※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事業主行動計画策定・

変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付してください。 

※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要領」第２条に

規定する同要綱の対象となる外国法人については、様式２-８（2）を使用してください。 

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

(1) プラチナえるぼしの認定を取得している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き

方」の基準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き

方」の基準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き

方」の基準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をし

ており、かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

(1) 「プラチナくるみん認定」を取得している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) 「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）を取得している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) 「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）を取得し

ている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) 「トライくるみん認定」を取得している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

３ 青少年雇用促進法に基づく認定 

「ユースエール認定」を取得している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

 

構成員名  
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（様式２－８（2）） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要領」第２条に規定する同要綱の

対象となる外国法人の場合） 

構成員名  

※構成員ごと（全て）の取組み状況を記載してください。 

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けてください。 

※それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書

の写し）を添付してください。 

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

(1) プラチナえるぼしの認定に相当している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) えるぼし３段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基

準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) えるぼし２段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基

準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) えるぼし１段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基

準を満たしている。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定している状態に相当

しており、かつ、常時雇用する労働者が 100 人以下である。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

(1) 「プラチナくるみん認定」に相当している。 

                          【 該当 ・ 該当しない 】 

(2) 「くるみん認定」（令和４年４月１日以降の基準）に相当している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(3) 「くるみん認定」（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）に相当している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 

(4) 「トライくるみん認定」に相当している。 

                          【 該当 ・ 該当しない 】 

(5) 「くるみん認定」（平成 29 年３月 31 日までの基準）に相当している。 

                          【 該当 ・ 該当しない 】 

３ 青少年雇用促進法に基づく認定 

「ユースエール認定」に相当している。 

                     【 該当 ・ 該当しない 】 
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（様式３－１） 

有 資 格 者 に 係 る 申 告 書 

 

 

技術資料提出時点において、建築物環境衛生管理技術者もしくは排水管清掃作業

監督者の資格を有する恒常的な雇用関係を有する社員数は以下のとおりです。 

 

№ 
（ ﾌﾘｶﾞﾅ ） 
氏 名 生年月日 取得年月日 

１ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

２ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

３ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

４ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

５ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

６ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 

年  月  日 

７ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

８ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

９ 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

10 
（             ） 

 
昭和 

平成 
年  月  日生 

昭和 

平成 

令和 
年  月  日 

注１）有資格者であることを証する書類として、資格者証の写しを添付してください。 

注２）恒常的な雇用関係を有することを証する書類として、社員証や健康保険被保険者証

等の写しを添付してください。 

注３）３－２で示す管理技術者もこれに含めることが出来ます。 
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（様式３－２） 

管 理 技 術 者 等 に 係 る 申 告 書 

 

 当該業務の実施に当たっては、業務開始前までに直接雇用関係を有する管理技術者

を配置します。管理技術者（予定者を含む）の保有資格、業務経験等は、次のとおり

です。 

１ 管理技術者 

また、電気工事士（予定者を含む）の業務経験等は、次のとおりです。 

２ 電気工事士 

注１）当該申告書の提出により、入札説明書２ 競争参加資格等 １（２）ハの確認とします。 

注２）予定となる者が定まっていない場合は、管理技術者の業務経験に係る加点対象となりません。 

注３）有資格者であることを証する書類として、資格者証の写しを添付してください。 

注４）１ 管理技術者については、直接雇用関係を有することを証する書類として、社員証や健康保

険被保険者証等の写しを添付してください。 

注５）電気工事士は、自社による体制であるか否かを問いません。 

構成員名  

氏名・生年月日 
氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）：           （         ） 

生年月日：昭和・平成  年  月  日生 

現在の所属・役職 所属：             役職： 

建築物環境衛生管理技術者 

もしくは排水管清掃作業監督

者の資格について 

当該資格：建築物環境衛生管理技術者・ 

排水管清掃作業監督者 

取得時期：昭和・平成・令和  年  月  日 

登録番号：（             ） 

業務経験年数 

（主な業務経験） 

通算     年     ヶ月 

①平成・令和  年  月 ～ 平成・令和  年  月 

業務名称： 

 発注者： 

実施場所： 

 担当内容： 

②平成・令和  年  月 ～ 平成・令和  年  月 

業務名称： 

 発注者： 

実施場所： 

 担当内容： 

氏名・生年月日 
氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）：   

生年月日：昭和・平成  年  月  日生 

現在の所属・役職 所属：             役職： 

電気工事士の取得年月日等 
取得時期：昭和・平成・令和  年  月  日 

登録番号：（             ） 

（いずれか○をする。） 
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（様式４－１） 

緊 急 時 の 対 応 に 係 る 申 告 書 

（到 着 時 間 ・ 実 施 体 制） 

 

当該業務の実施に際し、事故等が発生した場合における緊急事故処理体制は、次の

とおりです。 

通報受付の体制 

（自社による体制の場合） 

連絡先（TEL）： 

対応部署名： 

責任者名： 

体  制：受付者    名、技術者   名、その他    名 

（自社以外の体制の場合） 

連絡先（TEL）： 

対応部署名： 

責任者名： 

体  制：受付者    名、技術者   名、その他    名 

現地対応の体制 

（自社による体制の場合） 

拠点事務所の所在： 

現地到着に要する時間：約      分 

具体的な交通手段： 

（自社以外の体制の場合） 

拠点事務所の住所： 

現地到着に要する時間：約      分 

具体的な交通手段： 

緊急時の対応方法  

緊急事故処理体制は、次のとおりです。 

注１）「自社による体制」とは、①通報受付業務及び現地対応業務を構成員において実施す

る体制、②構成員において既に構築済の通報受付業務又は現地対応業務のいずれか

を契約等により構成員以外の他社の協力を得て実施する体制をいいます。 

注２）「緊急事故処理体制」及び「通報を受けてから現地への所要時間」が確認できる資料

を添付してください。その際、業務実施団地及び緊急時の拠点事務所の所在地が示さ

れた地図等を必ず添付し、図示するなど分かりやすさを心がけてください。 

注３）「緊急時の対応方法」の欄には、緊急事故の通報受付から、出動、現地への到着、現

地対応の流れについて、実施体制も踏まえて、記載してください。 
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（様式４－２） 

安 全 管 理 ･危 機 管 理 体 制 に 係 る 申 告 書 

 

  当該業務の実施に際しての業務従事者との連絡体制及び災害・事故発生時の応

援体制、安全・危機管理体制等は次のとおりです。 

①社内における安全管理・危機管理体制に係る規定等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②当該業務の実施に係る安全管理計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「①社内における安全管理・危機管理体制に係る規定、マニュアル等（代表者のものを

記載）」及び「②当該業務の実施に係る安全管理計画」の整備状況について、具体的に記

載してください。必要に応じて、参考資料を添付していただいても構いません。 
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（様式４－３） 

社 内 研 修 体 制 等 に 係 る 申 告 書 

 

  雑排水管等清掃業務に係る能力向上のための社内研修等の実施状況については

次のとおりです。 

構成員名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）社内研修は、自ら企画等（実施を外部委託したもの及び外部の研修であるが勤務命

令として、受講料を全額負担した上で社員が参加したものを含む。）したもので、雑

排水管等清掃業務に関するものを記載し、実施日、研修内容、対象者等が分かる資料

を添付してください。実施していない場合は「なし」と記載してください。また、代

表者のものを記載して下さい。 

注２）過去３年間、年１回以上の実績が分かるものを必要に応じて添付して下さい。 

注３）構成員ごと（全て）に記載してください。 



 - 17 - 

（様式４－４） 

 

業務マニュアル等の整備に係る申告書 

 

雑排水管等清掃業務に係る能力向上のための業務マニュアル等の整備状況は、次

のとおりです。 

構成員名 

 

業務マニュアルの概要等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）業務マニュアルの整備状況を記載し、主要なマニュアル等を添付してください。 

注２）業務マニュアルが存在しない場合は「なし」と記載してください。 

注３）業務マニュアルにて、①業務の一部始終が把握可能、②写真・図面が随時挿入され

ている、③Ａ４相当で概ね１０ページ以上の文章量があること、を評価基準とします。 

注４）構成員ごと（全て）に記載してください。 
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（様式４－５） 

 

顧客対応向上に資する研修体制及び業務マニュアル等に係る申告書 

 

  顧客対応の向上を図るための社内における研修の実施状況及びマニュアル等の

整備状況は次のとおりです。 

構成員名 

 

１ 研修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ マニュアル等の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）自ら企画等（実施を外部委託したもの及び外部の研修であるが、勤務命令として、

受講料を全額負担した上で社員が参加したものを含む。）したもので、清掃業務に関

するものを記載し、実施日、研修内容、対象者等が分かる資料を添付してください。 

注２）社内研修等を行っていない場合は「なし」と記載してください。 

注３）構成員ごと（全て）に記載してください。 


